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本ガイドブックは、市内中小企業の皆様に「脱炭素の取組と
は何か」を知っていただき、脱炭素経営に向けた“第一歩”を
歩み出すきっかけを提供するものです。

2050年脱炭素社会の実現に向け、中小企業の皆様が取
組を行う際の参考として、本ガイドブックをお役立てください。
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１．脱炭素社会の実現に向けて

２

近年、世界の平均気温の上昇や局地的な豪雨災害の発生など世界的に地球温暖化が
進んでおり、温室効果ガス削減に向けて脱炭素社会への取組が急務となってきています。

「金沢市地球温暖化対策実行計画」より

図１
図２

「ゼロカーボンシティ宣言」(2020年3月）
金沢市は脱炭素社会への移行に向けた取組を
進めていく姿勢を表明しました。

「金沢市地球温暖化対策実行計画」
(2023年2月改定）

世界・国の脱炭素の高まりをうけ、削減目標を
上方修正し、市民・事業者・行政が連携し、更
なる脱炭素社会の実現を目指します。

脱炭素とは、地球温暖化の原因と言われる二酸化炭素等の温室
効果ガス排出量をゼロにしようという取組のことで、二酸化炭素排出

量が実質ゼロになった社会のことを「脱炭素社会」といいます。

削減目標
2030年までに

二酸化炭素排出量を
50％削減

(2013年度比）

世界の取組

金沢市の現状

金沢市の年平均気温は100年あたり約1.7℃の割合で上昇しており、21世
紀末には、現在の鹿児島市と同程度になると予測されています(図１）。また
2013年度二酸化炭素総排出量を100とした場合の2020年度増減比では、
本市が78、全国が80であり、約12％の減少となっています(図２)。

1995年から毎年COP「国連気候変動枠組条約締約国会議」を開催
し、気候変動問題を国際社会が一体となって取り組んでいます。2015年
のCOP21では全ての国と地域が「2℃目標」「1.5℃目標」を設定した
「パリ協定」が全会一致で採択されました。



２．サプライチェーンでのCO₂削減

３

世界的な脱炭素の取り組みは、政策・投資家等の働きを受け、大企業によるサプライヤーの
脱炭素化を推し進める動きが活発化しています。
このような大企業による動きは、サプライヤーの立場から見ると、脱炭素対応を怠った場合に

取引先を失うリスクが発生し、裏を返せば、先進的に取り組むことで取引先からの

信頼向上や取引先の拡大等、新たなビジネスチャンスを掴むことも可能となります。

サプライチェーン
排出量とは

事業者自らの排出だけでなく、事業活動に関係
するあらゆる排出を合計した排出量を指す。

(原材料調達・製造・物流・販売・廃棄）

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出 (燃料の燃焼、工業プロセス）

Scope2：他社から供給された電気、熱、蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：Scope1.Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出）

Scope1 ＋ Scope2 ＋ Scope3

大和ハウス工業㈱の取組

建設業のサプライチェーン排出量は、「販売した製品の使用」「購入した製
品・サービス」「販売した製品の廃棄」などのスコープ3の割合が非常に大きく
占めるtため、主要サプライヤーの90％以上にCO2削減目標を設定し、省エ
ネ活動を推進するよう働きかけています。

環境省のサイトより
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３．脱炭素経営のメリット

競争力の
強化

事業コスト
削減

知名度・
信頼度向上

社内の
意識向上

資金調達

４

一般的な株式投資は、企業の業績、
財務情報(XR) 、社会情勢、市場動向
等から判断するが、ESGの視点から、数
字では表せない非財務情報も判断材料
として重視し、中長期的な成長力、リスク
回避能力を判断・評価するのがESG投
資です。

ESG投資Ｅ
環境
Environment

Ｓ
社会
Social

Ｇ
企業統治
Governance

大企業を中心に取引先にも脱炭素を要求するケース

が増えている事から、競合他社より優位に立

てたり、新たな受注のチャンスが広がる。

高効率機器の設備更新でエネルギー使用を減らし、よ
り効率的に省エネ実施をする事により、光熱費などの

コスト削減を可能とする。

先進的な取組はメディアでの紹介機会も多く、知名度

や認知度が向上する事により、企業の信頼度が

向上しビジネスに直結する。

社内全体で脱炭素へのビジョンや目標を共有できれば

新たな技術や人材に積極的な風土が生まれる。

金融機関は脱炭素に取り組む企業に対し、金利の優

遇や様々な支援を打ち出しており、従来より資金調
達がしやすくなる。



４．まずは、現状把握

エネルギー起CO2排出量の算定

５

▶現状把握や省エネの可能性の相談や診断は24ページで紹介しています

(注) 排出係数は変更になる場合があります。環境省 排出係数一覧

出典 経済産業省

脱炭素の取組を始めるには、省エネや再エネの導入が必要ですが、

まずは事業活動によってどのくらい温室効果ガスを排出しているかを

「見える化」することが大切です。

まずは出来る
ことから始め
てみよう！

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc
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５．省エネで脱炭素 ①照明のLED化

１番簡単に
確実に省エネ
が出来ます！

６

① 照明のLED化で省エネ対策

照明をLED化する最大のメリットは寿命の長さです(蛍光灯の約３倍）。交換頻度は、
蛍光灯は３～４年ですが、LEDは10年以上交換なしで使用できます。
更に消費電力で比較すると、40Wの蛍光灯の明るさをLEDにすれば20W以下の消費
電力で同じ明るさにできるため、消費電力を50％以上減らせる計算になります。

LED照明は光出力の制御性、応答性が良いことから、人感センサーによる点・消
灯制御、あかりセンサーによる調光制御、タイムスケジュール制御などを付加し、細か
いエリア単位で「周囲の明るさ」や「人の動き」を検知して自動的にあかりを制御するこ
とで無駄な電力を省けます。また、簡単な設計で複雑な施工も必要ないことから時
間や資源もセーブでき、その結果、CO₂削減にも大きく貢献できます。

照明によるエネルギー消費は、例えばオフィスビルでは全体の約２～３割である
など大きい割合を占めており、照明の省エネ対策は大きな効果が期待できます。
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５．省エネで脱炭素 ②設備の更新

高効率設備への
更新は省エネ率
がアップ！

７

② 設備の更新で省エネ対策

まずはスマートメーターを導入し電力使用量の見える化をすると、社員の省エネ
意識の向上が期待できます。また高効率設備への変更で機器の耐久性もアップ
し、メンテナンスの手間が軽減され、社員の残業時間が削減され労働環境の改
善に繋がります。

現在の高効率空調設備は、主にセンサーとインバーターによる低負荷運転を組
み合わせることで、省エネルギー化を実現しており、小さなエネルギーで大きな冷房
/暖房能力を引き出すことができる空調設備となっています。
また、空調設備の運転サイクルであるヒートポンプ技術も10～15年前と比較す
ると格段に進化しており、同時に圧縮機の制御にインバーターが採用されていること
により、圧縮機の回転数を抑えた運転によって、より高効率な運転が可能となって
います。

高経年化の設備機器は省エネ対応が未対応の設備機器が多く、エネルギー
使用量が多いです。現在は高効率設備機器が主流となっているため、エネルギー
使用量の削減が大幅に期待できます。

【エネルギーミックスにおける最終エネルギー需要】

出典 資源エネルギー庁

【エネルギー管理の実施】

出典 資源エネルギー庁

高性能ボイラー 高性能工場炉 スマートメーター



６．再エネで脱炭素

太陽光発電設備などの設備による自家利用や太陽光や風力など（再生
可能エネルギー）で発電された電気への切替により、エネルギー使用に伴う
CO₂を削減することができます。

８

太陽光発電を自家利用

太陽光発電は、太陽電池を利用して日光を電力に直接変換します。発電中は燃料
が不要となるため、非常に少ないCO₂排出量で電力を供給することができます。
また災害時の非常用電源としての活用が期待され、災害時の事業継続といった持続
可能な経営に役立てることもできます。

【オンサイトPPA】
PPA事業者が、導入企業の敷地内に太陽光発電設備をPPA事業者の費用により
設置し、所有・維持管理をしたうえ、PPA事業者から発電された電気を導入企業に
供給する仕組みです。（維持管理は導入企業が行う場合もあります。）

※オフサイトPPA
現在主流はオンサイトPPAですが、
近年、大企業では敷地外に太陽光
発電設備を設置し、発電電力を送
配電線を介して導入企業へ送電す
ることで脱炭素に貢献する企業が増
えています。

太陽光発電の導入試算

出典 経済産業省 資源エネルギー庁 出典 経済産業省 資源エネルギー庁

導入方法 メリット デメリット

オンサイト
PPAモデル

●基本的に初期投資ゼロ
●維持管理・メンテナンスの費用が発生しない
●使用した分だけ電力購入できる
●一般的には設備は資産計上されずオフバランスで
再エネ電気の調達が可能

●自由に交換・処分ができない
●長期契約である

災害時の非
常用電源と
して活用で
きるよ！

電気代削減に
もなるよ！



いｔ

７．グリーン電力で脱炭素

グリーン電力とは、太陽光や風力、水力、地熱などの再生可能エネルギーで
発電された電力です。このグリーン電力の証書を購入する事で脱炭素化に貢
献できます。

９

グリーン電力証書の購入方法

グリーン電力証書とは再生可能エネルギー（バイオマス・太陽光・水力・風力等）で
発電した電力の環境付加価値を、取引できるように切り出した証書です。このグリーン
電力証書を購入する事によって、環境価値そのものを買い取ることが可能となります。

【グリーン電力購入方法】

①企業・自治体は発行事業者にグリーン
電力証書の契約を申し込む

②発行事業者は第三者認証機関の設備
認定を得た後、発電事業者に発電を委
託する。

③発電事業者は発電の実績を発行事業
者に報告し、発行事業者は発電事業者
より環境付加価値を購入する。

④発行事業者は購入した環境付加価を
第三者認証機関の申請を行い認証を受
けます。

⑤発行事業者はグリーン電力証書を発行
します。

地球環境に貢献していると社会にアピールができ、企業のイメージアップにも繋がるよ。

グリーン電力認証機構（第三者機関）

申請事業者 兼
グリーン電力証書発行事業者

企
業
・自
治
体
・個
人
等

電気事業者A 電気事業者Ｂ

通常の電力取引

⑥グリーン電
力証書発行

①グリーン電
力証書申込

グリーン電力認証機構（第三者機関）

グリーン電力証書発行事業者

企
業
・自
治
体
・個
人
等

②グリーン電力
発電委託

④発電実績の
申請・認証 グ

リ
ー
ン
電
力
発
電
事
業
者

③グリーン電力
発電実績報告

通常の電力取引

グリーン電力証書 J-クレッジト 非化石証書

内容

再生可能エネル
ギー(グリーン
電力）が持つ
「環境価値」を
「証書として取
引を行う

CO2削減量や森
林管理による
CO2吸収量を、
「クレッジト」
として国が認証
する制度

非化石電源か
ら作られた電
気から環境価
値を切り離し、
証書としたも
の

転売 × 〇 ×

購入 〇 〇
△

小売電気事業者のみ
可能

再生可能エネ
ルギーの由来

〇 ×
△

小売電気事業者のみ
可能

【J-クレッジットや非化石証書との違い】

グリーン
電力証書
を購入し
て脱炭素



８．金沢エコ推進事業者ネットワーク取組事例

10

金沢エコ推進事業者ネットワーク

会員企業の、CO2排出量削減の

取組とそのポイントを紹介します！

みんなも自社の取組の参考にして

みてね！

（敬称略・五十音順）

事例

１
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事例

2

事例

3
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事例

4

事例

5
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事例
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事例

８

事例
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事例

10

事例
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９．市内業種別の取組

省エネルギー専門診断士による、金沢市内の事業者様の
省エネ診断結果を元に、改善対策例を掲載しました。
是非、自社の取組にお役立てください。

16

金沢市の温室効果ガス排出量（2020年度確報値）

2020年度の金沢市の温室効果ガス排出量が
減少した主な要因は、再生可能エネルギーによ
る発電の割合が増加し、電力の排出係数が減
少したこと、新型コロナウイルス感染拡大による
運輸部門のエネルギー消費量減少などが挙げ
られます。

金沢市HPより
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製造業（機械・金属・電子）

分析結果

改善対策

業種
特徴

●現状のエネルギー使用量は年間361kⅬ(原油換
算)で、ＣＯ₂排出量は899tです。年間費用は約
25,041千円です。エネルギー使用量はほとんどが
電気で、使用量の98％を占めます。灯油は2％
（原油換算量6kⅬ）です。

●エネルギーの管理状況については、運転・保守管
理出来ていますが、計測・記録などエネルギーの見
える化は管理されていませんでした。

●レーザー加工機を3台、年間を通して毎日17～18
時間稼働させており、このように稼働時間の長い機械
は、1台だけでも最新省エネ機種に更新することで、
電力使用量は大きく削減することができる。

●EMS（エネルギーマネジメントシステム）の導入に
よって電力使用の制御を自動化する事で、電力使用
量を抑制することができる。

●デマンド監視計が設置されているが、活用されておら
ず、デマンド(最大需要電力)管理が不十分なため、
最大需要電力が増加している。デマンドを活用し目
標値を決め管理し低減を図る。

●工場の開口部が大きく外気の自然流出入があり、
空調負荷が大きくなる傾向があるため、ビニールカーテ
ンの設置で外気の流入、内気の流出を抑止する。ま
た通路や、外に通ずる開放扉の運用に配慮すること
で空調負荷の低減が可能となる。

17

電力 98%

灯油 2%

【年間エネルギー比率】

種別 エネルギー使用量 原油換算量

電力 1,381,442 355

ガス 0 0

灯油 6,783 6

重油 0 0

市内K製造㈱
取組事例だよ

(単位：KL)

製造業では、日本全体の約30％のCO₂を排出しており、脱炭素への
取組が強く求められています。最近では社会的要請等から、製造業を中
心にサプライチェーン全体で脱炭素を進める動きが多く、脱炭素に取り組
まないことで取引の維持に悪影響が生じることも懸念されます。
また、廃棄物処理に伴うCO₂排出削減や使用時のエネルギー削減に

寄与する製品の開発・製造・普及により、顧客による脱炭素の取組への
貢献が期待されます。
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スーパーマーケット（卸・小売）

分析結果

改善対策

業種
特徴

●現状のエネルギー使用量は年間317kⅬ(原油
換算値)で、年間費用は約2,730万円です。
エネルギー使用量は電気及びガスで、使用比
率は98％と大半が電気です。

●電気の主な設備の使用割合は、照明30％、
空調15％、冷ケース類40％、その他15％となっ
ています。

●省エネのキーワードは、ヤメル・ナオス・トメル・サ
ゲル・ヒロウ・カエルです。主要設備でエネルギー
消費量の割合が多い所から運用改善、設備更
新の計画を立てて実施して下さい。

●既設照明器具450台をLED照明に更新
店内が明るくなり、電気料金・消費電力が
1/3に減少

●出入口を自動ドアにする事で、外気侵入
の抑制を図ることができます。

●倉庫、建物の断熱・防湿対策

●周囲の明るさや人に反応して自動的に点
灯・消灯する人感センサーを照明器具に導
入を検討。

18

電力

98%

ガス 2%

【年間エネルギー比率】

種別 エネルギー使用量 原油換算量

電力 1,203,627 310

ガス 2,256 7

灯油 0 0

重油 0 0

(単位：KL)

主に食料品の品質維持等が必要なため、冷凍冷蔵設備や照明・空調
設備にエネルギーが使用されており、エネルギー使用量を削減するためには
設備の運用効率を維持・向上するための管理、高効率設備の導入などの
対応が有効と考えられます。

市内Nスーパー

取組事例だよ

●冷房期(6月～9月)のエネルギー使用量が多く、そのうち
90％が20年以上経過している空調設備なので、最新機種
に更新する事で省エネを図ります。

●スポット照明の台数・位置の変更

●季節ごとの日照や営業時間に応じた点灯・消灯時間の設定



いｔ

介護施設（医療・福祉・保育）

分析結果

改善対策

業種
特徴

●全体のエネルギー消費の85％が電力です。その
うち41％が空調です。温泉加熱には灯油とLGP
が使用されており、併せて全体の15％を占めてい
ます。

●冬期のエネルギー消費が施設全体の35％を
占めることの主原因は、窓の断熱性能が劣ると
思われます。

●窓の断熱が課題であり、一重硝子は冬期・夏
期の大きな空調負荷となるので二重硝子を推
奨します。

●大きな天窓からの日射により空調負担が発生
しています。

●体感温度は室内空気温度と壁(窓)の表面温度
に関係し、窓の断熱により、窓の室内側温度が上
がることで空気温度は同じでも体感温度も上がり
過ごしやすくなるので、窓の二重窓化による断熱が
効果的です。費用負担が大きい場合は個室の窓
だけでも二重にすると過ごし易くなります。

●夏期には大きな天窓のある3階ホールは１階から
の熱気と、天窓からの日射が大きな空調負荷にな
ります。排煙口をリモートで開閉することにより、熱
気を放出させ、天窓に遮光フィルムを貼ることを推
奨します。

●源泉供給量を増やすことで、循環時の加熱を最
小にする（源泉の温度活用を最大にする）

●空調機の室外機のファンのメンテナンスで化学洗
浄により表面酸化膜の除去洗浄をすることで能力
の回復を実現できます。（メーカ資料では10％程
度の省エネ効果あり）
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出典：自立循環型住宅への設計ガイドライン 一般財団法人 建築環
境・省エネルギー機構

電力

86%

ガス

5%

灯油

10%

【年間エネルギー比率】

市内H介護施設

取組事例だよ

(単位：KL)

施設利用者の健康維持や快適性が重視されるため、施設内の適切な温
度管理が重要です。設備の運用効率を維持・向上するために管理・高効率
設備の導入の他、断熱や日射抑制、温度センサーによる室温管理などを行う
ことで、温度管理と省エネの両面での効果が期待されます。

種別 エネルギー使用量 原油換算量

電力 977,000 251

ガス 5,000 14

灯油 30,000 28

重油 0 0



いｔ

旅館（宿泊・飲食）

分析結果

改善対策

業種
特徴

20

●食器がなくても食洗器が稼働してい
たり、食器が少ないのに食洗器が稼
働している事があるので、食器がない
時は稼働を停止する。食器の少ない
時は、極力、集めてから稼働するなど
で、省エネ・節水が期待できます。

種別 エネルギー使用量 原油換算量

電力 4,344,024 1117

ガス 19,667 56

灯油 7,801 9

重油 527,000 532

電力

65%
ガス 3%

灯油 1%

重油 31%

【年間エネルギー比率】

市内Ｙ旅館
取組事例だよ

●現状のエネルギー使用量は年間1,712kⅬで
使用量の割合は電気65％、灯油1％、重油
31％、LPGガス3％です。

●エネルギー全体としては、7、8月、11～3月の
エネルギー使用量が高く、ピークは2月です。冬
季は暖房・給湯の影響により、燃料使用量が
増大します。電気使用量は夏季に増大し、8
月がビークとなります。

(単位：KL)

●お風呂の温度と殺菌塩素の管理・制御や源泉かけ流し風呂と足湯の温度管理・制
御などを現在主流の監視システムに更新することで、経年劣化する旅館の運営実態
への整合や管理ポイントの見直しにより素早い対応が可能となります。

●職員の殆どが旅館サービス部門であり、設備に精通していない。さらに職員の高齢化
により、誤操作や閉め忘れ、安易な停止等不都合が起きている。また原因の把握が
難しい。今後は、設備管理の外部化を促進し、遠隔監視に加え、遠隔操作も可能
なシステムとし、職員には旅館サービスに専念・集中してもらう。

主に冷凍冷蔵設備や厨房、照明、空調設備にエネルギーが使用されて
おり、宿泊業では客室の利用時間外に照明や冷蔵庫の電源を切る、飲食
業では営業時間外のエネルギーを食料品の品質維持等に必要な範囲に
抑えるなど、エネルギー使用量が顧客の利用状況に左右される業種ではお
客の理解と協力を得ることも重要です。



いｔ

オフィス

分析結果

改善対策

●現状のエネルギー使用量は年間17.5kⅬ(原油
換算値)で、年間費用は約181万円です。年間
費用は約25,041千円です。エネルギー使用量
はほとんどが電気で、使用量の93％を占めます。
灯油は６％、ガスが1％となっています。

●エネルギーの全体の主な設備の使用割合は、
照明が30％ ・空調が30％・他作業機械やコン
セント類が40％程度です。

●冷暖房を適切な温度に設定する（クールビズ・
ウォームビズ）

●点灯時間が比較的長く、費用対効果の高いと思
われる照明器具を優先的にLED照明に交換する。

●照明器具の間引きをする。

●エレベーターの使用を控える。

●パソコンのスリープモード設定、離席時のモニター電
源OFFなどパソコンの節電管理を実施する。

●室外機へ打ち水をする。

●スマートメーターを取り付けて従業員の省エネ意識
を向上させる。

●窓ガラスに遮光フィルムを貼って夏期の日射熱を低
減させる。
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（事務所）

業種
特徴

電力

93%

ガス 1%
灯油 6%

【年間エネルギー比率】

種別 エネルギー使用量 原油換算量

電力 63,204 16.3

ガス 31 0.1

灯油 1,196 1.1

重油 0 0

市内Ｈ商事㈱
取組事例だよ

(単位：KL)

企業のオフィスにおいては、ペーパーレス化やLED照明の導入、センサー
による照明・空調の制御、照度・室温設定の見直しなどの取り組みが行
なわれておりますが、オフィスにおける脱炭素化の施策は自社施設内オフィ
スか、テナントビル内のオフィスかで取り組む施策が異なってきます。また、
最近ではテレワーク・フレックスタイム制の導入や、長時間労働削減により
柔軟な働き方による環境保全効果が期待されます。



10．支援メニュー
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補 助 金

電
気
自
動
車

事業者向け電気自動車購入費補助金 （金沢市）

自らの事業の用に供する目的で電気自動車を購入費用への補助金
（リース車は対象外）

創
省
蓄
エ
ネ

対象
二次元
コード

１

自治体情報を中心に、ご活用いただける支援メニュー一覧です（2023年３月現在）。最新の
情報は、下記２次元コードよりご確認ください。

再
エ
ネ

詳細はこちら

電気自動車等購入促進事業費補助金 （石川県）

国の「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」の補助対象となる電
気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車の購入費へ
の補助金

２

省エネ設備緊急支援事業費補助金 （石川県）

エネルギー（燃料・電力）への消費抑制を図るために、既存の生産設
備等を省エネ設備へ更新等経費への補助金

２

詳細はこちら

事業者脱炭素支援事業費補助金 （金沢市）

国補助金を利用して省エネ設備を導入する際のコンサルタント委託費
用への補助金

１

創エネ・省エネ・蓄エネ設備設置費補助 （金沢市）

市内事業所等の省エネルギー化を促進するため、事業所等へのペレ
ットストーブ設置に要する費用に対する補助金

事業者用太陽光発電設備等導入推進支援補助金
（金沢市）

エネルギー自給率及び使用効率の向上を図り、地球温暖化を防止す
るための、事業所への太陽光発電システム又は蓄電システムの設置費
用への補助金

１

事業者用デマンドコントロールシステム設置費補助
（金沢市）

市内事業所等の省エネルギー化を促進するため、事業所等へのデマ
ンドコントロールシステム設置に要する費用に対する補助金

３

４

詳細はこちら

詳細はこちら

詳細はこちら

詳細はこちら

詳細はこちら

Ｇ
Ｘ

石川県GX(省エネ・再エネ)設備導入支援事業費
補助金 （石川県）
GX推進が求められる中、省エネ・再エネ設備の導入等により競争力
強化を図る企業に対して、設備導入等に必要な経費を補助

１

詳細はこちら

https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kankyoseisakuka/gyomuannai/ondanka/jigyousha/3631.html
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/syoko/index.html
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/ontai/pp/cev.html
https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kankyoseisakuka/gyomuannai/ondanka/hojokin/index.html
https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kankyoseisakuka/gyomuannai/ondanka/hojokin/index.html
https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kankyoseisakuka/gyomuannai/ondanka/hojokin/index.html
https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kankyoseisakuka/gyomuannai/ondanka/hojokin/index.html
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/syoko/gx.html
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再
エ
ネ
・
創
省
蓄
エ
ネ

地球温暖化防止対策資金融資 （金沢市）

地球温暖化防止に資する施設等の整備に必要な資金を低金利で融
資。再エネ利用施設、エネルギー効率化設備、エネルギー改修等

地球温暖化対策支援融資制度 （石川県）

県内中小企業者が、地球温暖化対策を積極的に進めるため、再生
可能エネルギーや省エネルギー設備(電動車含む)等の導入を支援し
ます。

再生可能エネルギー導入支援融資制度（石川県）

県内中小企業者等に対し、再生可能エネルギー(太陽光、風力、
水力、バイオマス、地熱等)を利用した発電設備(蓄電池設備を
含む)・熱利用設備の導入を支援します。

融 資対象
二次元
コード

１

２

３

詳細はこちら

詳細はこちら

市
内
事
業
者

金沢エコ推進事業者ネットワーク

環境負荷の少ない事業活動を推進することにより、美しい地球環境を
後世に引き継ぐことを目的に活動しています。環境・省エネ等の専門
家による講演会や、最先端施設の見学会を開催しています。

１

金沢市と一緒に取り組もう！対象
二次元
コード

IMAGINE KANAZAWA 2030 推進会議

2015年9月の国連サミットで採択されたSDGs

（持続可能な開発目標）を達成するため、さまざまな
主体とともにパートナーシップで2030年の持続可能な
金沢を実現する ことを目標としています。

２

個
人
・
団
体

事
業
者

会員企業を随時募集しています
お気軽にお問い合わせください。

詳細はこちら

詳細はこちら

詳細はこちら

省エネ・脱炭素化推進緊急特別融資 （石川県）

事業者のエネルギーコスト削減や企業価値の向上につながる脱炭素
化を後押しするため、省エネ・再エネ設備の導入を支援します。

4

詳細はこちら

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/ontai/annai_ka/yushi_on/
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kikaku/energy/yuushi/index.html
https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kankyoseisakuka/gyomuannai/ondanka/jigyousha/3631.html
http://www.kanazawa-eco.net/
https://kanazawa-sdgs.jp/about-partners/
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/kinyuu/youkou.html
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相 談 窓 口対象
二次元
コード

算
定
ツ
ー
ル
・
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト

「働き方改革によるCO₂d削減効果」
簡易算定ツール (環境省)

年度ごとに取組内容を入力することで、CO₂削減効果を経年変化
を見える化し、働き方改革によるCO₂削減効果を検証

温室効果ガス排出量の算定方法 （Ｊ－Ｎet21）

まずはどのくらいCO₂を排出しているかを見える化してみましょう。

カーボンニュートラル実現に向けたチェックシート
（Ｊ－Ｎet21）

自社の取り組みを確認できるセルフチェックシートで確認してみましょう。

１

２

３

再
エ
ネ
・
創
省
蓄
エ
ネ

▶今後の施策立案の参考にさせていただきたいので、ご要望などあればお気軽に
金沢市までご連絡ください。

CO₂削減アドバイザー派遣制度 （金沢市）

事業所の省エネや二酸化炭素削減排出量の削減に関しての課題
や疑問に対し専門家のアドバイスをうけることができます

詳細はこちら

省エネお助け隊による省エネ診断（経済産業省資源エネルギー庁）

省エネ施策についての補助金、省エネに優れた商品選びから各種支
援制度、省エネ法の概要など省エネに関する情報を紹介

詳細はこちら

カーボンニュートラルオンライン相談窓口
（独立行政法人中小基盤整備機構）

専門家によるオンラインによる無料相談

３

詳細はこちら

4

環境ISO専門家派遣制度 （石川県）

「いしかわ事業者版／工場・施設版環境ISO」取得事業所等に対
し、省エネ対策などの専門家を派遣し、現場の実態に即したアドバイ
スを実施します。

詳細はこちら

詳細はこちら

詳細はこちら

詳細はこちら

１

２

https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/kankyoseisakuka/gyomuannai/ondanka/jigyousha/7436.html
https://www.shoene-portal.jp/
https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/ontai/iso_business/expert.html
https://j-net21.smrj.go.jp/qa/org/tsdlje000000w9k1-att/greenhousegas.pdf
https://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/co2.html
https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/checksheet.html


自社の取り組みを確認できるセルフチェックシートだよ！ 解説には取り組み方法や詳細
ページのリンクがまとめられているから、是非ご利用してね。

10．脱炭素チェックシート
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１．カーボンニュートラル実現に向けたチェックシート

CO2チェックシート（日本商工会議所）

一般社団法人省エネルギーセンター
省エネお助け隊

一般社団法人環境共創イニシアチブ

経済産業省のカーボンニュートラルに向けた中小
企業支援施策

中小規模事業者のための 脱炭素経営ハンド
ブックver.1.1

https://eco.jcci.or.jp/checksheet
https://eco.jcci.or.jp/checksheet
http://www.shoene-portal.jp/
https://sii.or.jp/
https://www.meti.go.jp/press/2022/05/20220517002/20220517002-3.pdf
https://www.env.go.jp/content/900440895.pdf
https://www.env.go.jp/content/900440895.pdf


２．カーボンニュートラル実現に向けたチェックシート
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脱炭素ポータル

一般社団法人太陽光発電協会

電力小売全面自由化

Ｊ－クレジット制度

https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/
https://www.jpea.gr.jp/knowledge/about/
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/electricity_liberalization/
https://japancredit.go.jp/
https://www.smrj.go.jp/sme/consulting/sdgs/favgos000001to2v.html


金沢市環境政策課 ゼロカーボンシティ推進室
〒920-8577 金沢市柿木畠１番１号
TEL(076)220-2507 FAX(076)260-7193
E-mall: zerocarbon@city.kanazawa.lg.jp

金沢市脱炭素ガイドブック ー市内中小企業向けー

（令和５年３月）


